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宮崎県教育研究連合会
令和7年度 第1回 スクールマネジメント研修

宮崎県教育研究連合会
令和7年度 第1回 スクールマネジメント研修

• ただ今、準備中です。しばらく、お待ち下さい。

• オンラインで参加の方は、音声はミュートでお願い
します。皆さんの表情を見ながらお話ししたいので、
できれば、カメラはONにしてください。

• 出席確認を行いますので、表示名を学校名（所属
名）・氏名にして下さい。
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【例題1B】

【例題1C】
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論文の形式
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【例題6B】 どのように特別援教育を充実させますか。

解答例Ａ
生徒一人一人の教育的ニーズを把山握し、インクル
ーシプ教育システムの構築を頭に、ノーマライゼーショ
ン社会の実現に向けた取組を進める。

全教員に先進校視察の機会をつくり、特別支援教育
への理解を深めさせるとともに、障がいのある生徒の
保護者との対話の会を学期に2回以上持ち、何でも気
軽に話し合える人間関係を培う。
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【例題6B】 どのように特別援教育を充実させますか。

解答例Ｃ

障がいのある生徒がいるクラスは常に複数の教員に担
当させる。また、特別支援教育コーディネ－ターには授業
を持たせず、特別支援教育に専念させる。さらに、「放課
後学習室」を開設し、苦手分野を克服する策を講じる。

解答例Ｄ

特別支援教育コーディネーターを指名し、個別の教育
支援計画・個別の指導計画を策定させるとともに、障がい
に応じた指導法について外部講師による研修会を実施す
る。

【例題6B】 どのように特別援教育を充実させますか。
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1 生成ＡＩの利活用ガイドライン(Ver.2.0) (1)

文部科学省は、「初等中等教育段階における生成AIの利活用に
関するガイドライン(Ver.2.0)」(2024年12月26日)において、「児童生
徒の学習場面での利活用に当たっては、生成AIと人間との関係を
対立的に捉えたり、必要以上に不安に思ったりするのではなく、生
成AIは使い方によって人間の能力を補助、拡張し、可能性を広げて
くれる有用な道具にもなり得ることを理解した上で、発達の段階や情
報活用能力の育成状況に十分留意しつつ、リスクや懸念に対策を
講じた上で利活用を検討すべきである」とした上で、学習場面におい
て「利活用が考えられる例」と「不適切と考えられる例」を挙げていま
す。

(1)児童生徒の学習場面において、①利活用が考えられる例と、

②不適切と考えられる例を、それぞれ2つ挙げなさい。
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1 生成ＡＩの利活用ガイドライン(Ver.2.0) (1)

文部科学省は、「初等中等教育段階における生成AIの利活用に
関するガイドライン(Ver.2.0)」(2024年12月26日)において、「児童生
徒の学習場面での利活用に当たっては、生成AIと人間との関係を
対立的に捉えたり、必要以上に不安に思ったりするのではなく、生
成AIは使い方によって人間の能力を補助、拡張し、可能性を広げて
くれる有用な道具にもなり得ることを理解した上で、発達の段階や情
報活用能力の育成状況に十分留意しつつ、リスクや懸念に対策を
講じた上で利活用を検討すべきである」とした上で、学習場面におい
て「利活用が考えられる例」と「不適切と考えられる例」を挙げていま
す。

(2)今後、生成AIがさらに普及していくことを踏まえ、児童・生徒の学
習場面での利活用を進めていく際に、学校としてどのようなことに留
意する必要があるか、学校段階を指定した上で留意点を挙げなさい。

1 生成ＡＩの利活用ガイドライン(Ver.2.0) (1)

★ 参考

○ 利活用の際のポイント

①安全性を考慮した適正利用

②情報セキュリティの確保

③個人情報やプライバシー、著作権の保護

④公平性の確保

⑤透明性の確保、関係者への説明責任

★ 参考

児童生徒が学習場面で利活用する際のチェック項目

1 生成ＡＩの利活用ガイドライン(Ver.2.0) (1)

(2)【解答例】
小学校においては高学年ですでに一定数の児童が主に家庭
で生成ＡＩに触れている現実があり、学校で一律に制限すること
は困難であることに鑑みると、何よりも安易な活用が生み出す
リスクを教員が正しく理解しておくことが重要である。
児童は生成ＡＩから示された文章や回答を疑うことなく信じ込
み、児童に本来必要とされる学習過程が省略されがちであるた
め、それらに過度に依存したり自身の頭で考えるという基本的
な作業ができなくなるという事態を招来しないとも限らない。
教師は単元の学習目的や児童のなかに育成したい資質・能
力を意識し、ピンポイントで計画的な利活用を図ることに留意し
なければならない。また、著作権侵害となるような行為を避ける
ことは言うまでもない。

1 生成ＡＩの利活用ガイドライン(Ver.2.0) （2）

教頭であるあなたに、A教諭から「学級便りや通知表の所見
欄等の作成に生成AIを活用したいが問題はないか。留意しな
ければならないことはあるか」と相談された。これについて、次
の設問に答えなさい。

(1) 生成AIの利活用ガイドライン(Ver.2.0)には、教職員が校務
で利活用する際のチェック項目が示されている。これについて
述べよ。

(2) あなたは教頭として、A教諭に対してどのように対応するか、
必要な法令に触れながら説明せよ。
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1 生成ＡＩの利活用ガイドライン(Ver.2.0) （2）

(2)解答例

最近では生成ＡＩを教育に活用する事例が数多く見られるようになった。個
人情報保護法に照らせば、例えば所見欄の作成のためのプロンプト入力の
際に、児童生徒、保護者、教員名等の個人情報を入力することは同法の
「目的規制」や「第三者提供規制」によって禁じられている行為となる。加え
て、写真やイラスト、文章などの生成物を学級だより等で安易に利用するこ
とが思いがけない著作権侵害を問われる懸念もある。特に既存の著作物の
一部を利用してのプロンプト入力は、類似する結果が生成される可能性が
高いため避けなければならない。ただし、学校の授業の場合、教師や児童
生徒のＡＩを利用した生成物が既存の著作物と同一または類似のものだった
としても、法的には授業の範囲内で、一定の条件の下で利用することは可
能であることは伝えておく(同法35条)。その上で授業の範囲を超えて公開さ
れる場合には、慎重に注意を払う必要がある点を伝える等の対応をとる。

２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)

２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)

２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)
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２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)

文部科学省「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」
(2024年8月改訂)において、重大事態の発生を防ぎ、かつ、重
大事態が発生した際に適切な対応をとることができるよう、学
校の平時からの備えが重要であるとしている。このガイドライン
を踏まえ、あなたの学校における課題とその改善策を簡潔に述
べよ。

２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)

【解答例】 今回のガイドライン改定では、第2章として、新たに、「いじめ重大事態に対する平時からの
備え」が新設された。第1節においては、学校における平時からの備えに関して、いじめ防止対策推進
法23条2項に基づいて全ての学校に設置される「学校いじめ対策組織」に関し、平時から実効的な役
割を果たすことの必要性や望まれる取組み等について述べられている。特に、①全ての教職員が学
校いじめ防止基本方針を理解することに加えて、児童生徒や保護者等に対し説明することの必要性、
及び、②重大事態調査を行う際の記録化に当たって、5W1Hを明記した記録化の重要性、及び、必要
な外部組織との連携体制の構築を指摘している点に注目したい。本校においては、私が本校に赴任
して以降、ここ半年の間、重大事態と言えるいじめ事案は確認されていない。しかし、いじめが原因と
される登校しぶりや別室登校している児童がいることも事実である。
本校の状況をこのガイドラインに基づき検証してみると、以下の2点が課題であると考える。
❶ いじめの定義や学校の基本方針の保護者への周知が不徹底
❷ いじめ事案をはじめとした生徒指導の記録の不備
（上記 2点について、課題点を簡潔に内容を触れる） 省略

そこで、私は、校長として、まず、いじめの定義や学校の基本方針の保護者への周知を図るため、こ
れまでも行っている年度当初の学校参観日での保護者への話で説明するだけでなく、学校便りでの
学期毎に周知したり、ホームページで周知を図ったり、学校運営協議会で説明したりするなど、様々な
周知の取組を進めていきたいと考える。
また、生徒指導の記録については、学級担任や生徒指導主事任せになっていた部分を反省し、

5W1Hが明確となるよう様式の統一を図り、保管についても、年度中は学級担任と生徒指導主事が保
管し、年度終了後は、生徒指導主事と教頭が、一括して保管する体制を整備したい。
これらの取組を通じて、いじめ重大事態に対する平時からの備えを全般的に見直し、いじめの重大
事態を引き起こさない学校づくりに取り組みたい。

２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)

いじめの重大事態は、常にどの学校でも起こり得るものとして
認識すべきものであり、「いじめ防止対策推進法」、「いじめの
重大事態の調査に関するガイドライン」(2024年8月改訂)に基
づき、適切に対応する必要があります。あなたは校長として、い
じめの重大事態が疑われる事案が発生した場合、どのように対
応しますか。具体的に述べなさい。

２ いじめ重大事態調査のガイドラインの改訂(1)

【解答例】 いじめの重大事態への対応方法については「いじめの防止等のため
の基本的な方針」(以下「基本方針」)に示されている。しかし、法や基本方針が定
められても、その理解が曖昧なため報告が遅れたり、法や基本方針に基づいた
対応がされなかったりしたため、児童生徒に深刻な被害を与えたり、保護者に対
して不信感を与えたりするケースが発生している。

これらのケースに共通する問題点として、ガイドライン等の理解の不十分さと平
時からの対策の不十分さが大きいと考える。そこで校長として、教職員に対し、い
じめの重大事態の定義やその対応方法、いじめの重大事態が疑われる事案が
発生した場合の管理職への報告などを平時から周知徹底する。そして、実際に
いじめの重大事態が疑われる事案が発生した場合、改定された「いじめの重大
事態の調査に関するガイドライン」に基づいて以下のように対応する。その際、さ
まざまな最終意思決定の場面で最善の決断が下せるよう、当該事案に関する情
報や資料、対応案などを準備や職員への指導等を、校長自らリーダーシップを担
い、教頭や主幹教諭、生徒指導主事等に指示する。
（以下の3点について具体的に述べる 省略）

1 調査委員会の設置に関する準備 2 教職員への指導と調査の組織的な対応
3 調査結果の報告と指摘された再発防止策への準備対策
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3 ヤングケアラー支援の法制化

(1)2024年6月12日に「子ども・子育て支援法等の一
部を改正する法律」が公布され、国・地方公共団体等
が各種支援に努めるべき対象としてヤングケアラーが
明記されました。本法で規定された「ヤングケアラー」
の定義について述べた上で、それを踏まえて教頭とし
てどのようにヤングケアラーの把握に努めるか、具体
的に書きなさい。

3 ヤングケアラー支援の法制化

【解答例】 ヤングケアラーとは、家族の介護その他の日常生活上の世話を

過度に行っている子どもや若者をいう。なお、この定義中の「過度に」とは、
子ども・若者が「家族の介護、その他の日常生活上の世話」を行うことにより、
「社会生活を円滑に営む上での困難を有する」状態に至っている場合、すな
わち、こどもにおいてはこどもとしての健やかな成長・発達に必要な時間（遊
び・勉強等）を、若者においては自立に向けた移行期として必要な時間（勉
強・就職準備等）を奪われたり、ケアに伴い身体的・精神的負荷がかかった
りすることによって、負担が重い状態になっている場合を指すものであること
に留意しなければならない。
その把握にあたって、子どもと日々接する学校や教職員の果たす役割は大

きい。特に子どもの場合、自身の負担や不調、生活上の支障に対する自覚
がない場合があるため、ヤングケアラーの支援について研修等を通して教
職員の理解を促すとともに、必要に応じて学校におけるケース会議等にお
いて関係者間で情報を共有する等の取組が早期発見・対応につながる可能
性がある。また、子ども家庭センター等とも連携しながら、子ども自身に気づ
きを与えるような分かりやすいアンケートを行うことも有効である。

3 ヤングケアラー支援の法制化

(2)あなたが勤務する学校で、祖母と2人暮らしの生徒
が、祖母の介護で学校に行けなかったり、経済的に困
窮していることが判明した場合、学校にはどのような
対応が求められるか、あなたの考えを書きなさい。

3 ヤングケアラー支援の法制化

(2)【解答例】

学校としては、スクールソーシャルワーカーや福祉機関などと連携して家
庭の状況等に関する情報を集め、担任だけでなく、養護教諭やスクールカウ
ンセラーも含め、生徒指導委員会などの校内組織で情報共有を図るように
する。本人に対して、気持ちにも配慮しながら聴き取りを行い、ケアしている
相手や費やしている時間、負担等について調べ、家庭の状況や、公的な
サービスが必要か、どの程度必要かなどを確認する。祖母からも可能であ
れば話を聞き、同意を得ながら、市町村の福祉担当課へ連絡を取って、状
況を伝え、支援の確認をする。学校としても福祉機関と連携しながら、どのよ
うな支援が可能かを検討し、学習支援就学支援、精神的な支援などの手立
てを尽くすようにしたい。
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4 学校事故対応に関する指針の改訂(1)

次の文は、「学校事故対応に関する指針(改訂版)」(2024年3月、
文部科学省)の一部である。空欄に適切な語句を記入しなさい。
なお、同じ番号の空欄には同じ語句が入る。
(1)事故発生の未然防止の取組については、以下の5点が示さ
れた。
1 重大事故(①ヒヤリハット )事例の共有と活用
2 各種マニュアルの策定(②見直し )
3 教職員の危機管理に関する(③資質 )の向上
4 安全(④点検 )の実施
5 安全(⑤教育 )の充実

4 学校事故対応に関する指針の改訂(1)

(2)教職員の危機管理に関する資質の向上 (2事故発生の未然防止より)

○教職員は、事故の発生を未然に防ぐとともに、万が一事故が発生した
場合は、児童生徒等の(⑥ 安全 )確保を優先し、被害を最小限にとどめ、
事故に遭った被害児童生徒等の心のケアやその(⑦ 保護者 )の支援など
について十分な対応を行うことが大切である。そのためには、心構えも含
めて教職員の資質を高めておくことが必要であり、各学校は、教職員の危
機管理に関する資質の向上を図る研修等を通じて、教職員個々に、状況
に応じた(⑧ 判断力 )や機敏な行動力等の対応能力を高めることが重要
である。(中略)
○具体的には、各学校において、以下のような取組が求められる。
・学校における重大事故の実態、(①ヒヤリハット )事例の共有
・各学校の(⑨ 学校安全計画 )に危機管理についての研修等を位置付け
る
・「事前」、「発生時」、「事後」の3段階の危機管理に対応した(⑩ 校内研
修 )の実施

4 学校事故対応に関する指針の改訂(1)

(3)緊急時対応に関する事前の体制整備 (3事故発生に備えた事前の取組等より)

学校は、事故等発生の緊急時に備え、以下のような事前の体制整備を進めておく
必要がある。
・(⑪ 校長 )が責任者となり、危機対応に当たって、安全を担当する教職員が中心
となって組織的に活動できる体制を校務分掌等によりあらかじめ示しておく。

・教職員はそれぞれの状況に応じて平常時から役割を分担し、連携を取りながら
学校安全に関する活動を進めておく。
・学校安全の中核となる教職員を中心に、日常的、定期的に(⑫職員会議 )、学年
会、校内研修等あらゆる機会を活用して、意図的に協議情報共有等を進めておく。
管理職や担当教職員が出張等で不在の場合でも組織的な対応が行えるよう、事
故発生時の(⑬ 指揮命令 )者を明確にするとともに、事故発生時の役割と業務内
容を全教職員が共通理解しておく。

・児童生徒が意識を失って倒れるなどの緊急事案では、駆けつけた教職員の中で
直ちに(⑬ 指揮命令 )者を決めて組織的に対応する。そのための想定(⑭ 訓練 )
を実施しておくとともに、誰もが取り組めるよう体制整備を図っておく。
・児童生徒に対しても、人が倒れた時の心肺蘇生の方法や(⑮ AED )使用の重要
性を教えておく。
(以下略)

4 学校事故対応に関する指針の改訂(1)

(4) 次のような事故が起こった場合には、学校の設置
者に速やかに報告を行う。
・全ての「学校の管理下(登下校中を含む)において発
生した(⑯死亡 )事故」
・治療に要する期間が(⑰ 30 )日以上の負傷や疾病を
伴う場合等重篤な事故(重篤な事故には、治療に要す
る期間が(⑰ 30 )日以上でなくても意識不明(人工呼
吸器を装着、ICUに入る等)の場合や、身体の欠損(歯
を含む)身体機能の喪失を伴う事故等を含む。)
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4 学校事故対応に関する指針の改訂(2)

４ 学校事故対応に関する指針の改訂(2)

(1)【解答例】
学校は、毎学期1回以上、児童生徒等が通常使用する施設及び設
備の異常の有無について安全点検を系統的に行わななければなら
ないとされている。また、必要があるときは、臨時に、安全点検を行う
ものとされている(学校保健安全法施行規則28条)。
一方、事故の未然防止の観点から、日常的かつ計画的な校舎内の
安全点検の実施、そして修繕等が必要な個所は速やかな改善措置
に取り組まなければならない。
事故発生直後の対処については「学校事故対応に関する指針」に
基づき、被害児童の応急手当、保護者への連絡、現場に居合わせた
児童等への対応の3点が特に重要である。事故後1週間程度経過し
た時点でも組織的な対応を継続し、保護者対応を含め学校設置者へ
の報告と支援要請を速やかに行うとともに、基本調査の必要性につ
いて判断する。

４ 学校事故対応に関する指針の改訂(2)

(2)まず、このような訴えが保護者からあった事自体が、学校の対応の不手
際に起因する可能性が高いことを認識すべきである。当該児童の保護者
には、事故の概要や怪我の程度、病院搬送等について事故後の第一報を
入れていたと思われるが、放課後に直接来校したという背景には、事案発
生後に、事故の状況と今後の対応についての説明が十分になされていな
かったと考えられる。

そこで、学校の対応のまずさ、則ち、足の骨折という大事であるにもかか
わらず学校の対応に疑念を抱かれたことに対して、率直におわびする。そ
の上で、父親には事故の詳細を再度正確に伝えるとともに、学校管理下で
の事故であるので怪我をしたという事実についても、誠実に謝罪を重ねる。
なお、手すりの不備については、できるだけ早期に聞き取りに基づいて正
確な情報を整理し、保護者に事故の隠ぺいや責任回避と受け止められな
いように速やかな情報提供を行うなど、事後経過の透明性を高めたい。あ
わせて、保護者の意向等に沿いつつ独立行政法人日本スポーツ振興セン
ターの災害共済給付制度の利用手続きを迅速に進める。

４ 学校事故対応に関する指針の改訂(2)
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４ 学校事故対応に関する指針の改訂(2)

（以下、指針の項目のみ示す）

5 中教審答申（R6.8）～教職員の資質能力の向上と質の高い教職員集団の形成

2024年8月27日に、中央教育審議会から「「令和の日本
型学校教育」を稲生質の高い教師の確保のための環境
整備に関する総合的な方策について」という答申がださ
れた。これについて、次の問いに答えよ。
(1)本答申の概要を簡潔に述べよ。
(2) 本答申を踏まえ、校長は課題解決に向けて協働的な
組織運営に取り組みつつ、一人一人の教職員のキャリア
(経験や職責)に応じた資質能力の向上に計画的に取り
組むことが求められています。あなたは校長として、一人
一人の教職員の育成にどのように取り組みますか。学校
経営方針を示し、具体的な取り組みを2点述べなさい。

5 中教審答申（R6.8）～教職員の資質能力の向上と質の高い教職員集団の形成

【解答例】(1) 本答申は、教育政策の総括的な基本方針「2040年以降の社会を見
据えた持続可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイ
ングの向上」をめざし、その中心となっている「令和の日本型学校教育」の実現を
推進しているが、一方で、それを直接担うこととなる教師は、学校における働き方
改革は一定程度改善した一方で、依然として、長時間勤務の教師が多い実態あり、
さらに、加えて、大量退職・大量採用などの状況の中で全国的に教師不足が深刻
化するなど、危機的状況を踏まえ、これらの改善のために、諮問された。

本答申では、学校教育の現状分析を踏まえ、日本の学校教育は更なる高みを目
指すため、「主体的・対話的で深い学び」 「個別最適な学び」と「協働的な学び」の

一体的充実新たな学びの実現に向けて、教職の魅力を向上し、教育界内外から
教師に優れた人材を確保し続ける環境整備が必要不可欠であるとしている。

その上で、教師を取り巻く環境整備の基本的な方向性として、学校教育の質の向
上を通した、全ての子供たちへのよりよい教育の実現のため、抜本的な教職の魅
力向上が必要としている。具体的には、学校における働き方改革の更なる加速化、
学校の指導・運営体制の充実、教師の処遇改善を、一体的・総合的に推進するこ
とが必要であるとまとめている。

5 中教審答申（R6.8）～教職員の資質能力の向上と質の高い教職員集団の形成

【解答例】(2) 学校が抱える多様化・複雑化している課題に対応する
には、教職員の資質能力の向上とともに、質の高い教職員集団の
形成が重要である。しかし、世代交代の加速化により若手教員が大
幅に増加し、中間・ベテラン層の教員が激減する中、教職員同士の
学び合いや高め合いの場が減少し、教職員の専門性や実践的指導
力の低下が課題となっている。そこで私は、全教職員の資質向上を
図るため、学校経営方針の重点に「主体的に学び続ける教師」を明
確に示し、以下の2点について取り組む。 （具体的対策は省略）
1.人事評価や教員育成指標の活用
2.教職員同士が学び合う研修体制の構築
「学び続ける教師のみに教える資格あり」。その教職員の資質向
上を支える校長の役割と責任は大きい。私は、教職員のロールモデ
ルであることを自覚し、新たな時代を担う教職員の資質能力の向上
と質の高い教職員集団の形成に邁進する決意である。
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6 中教審答申（R6.8）～次世代型「チーム学校」の実現

2024年8月に公表された中央教育審議会「『令和の日本型学
校教育』を担う質の高い教職員の確保のための環境整備に関
する総合的な方策について(答申)」では、多様化・複雑化する
学校課題に適切に対応し、教育の質を向上するには、配置され
ている多様な支援スタッフを含む全教職員の力を結集し、次世
代型「チーム学校」の実現が求められている。しかしながら、教
員と支援スタッフ、支援スタッフ同士の間には職務内容に対す
る理解不足や役割分担の不明確さ、また、勤務条件や教育に
対する価値観の違いもあり、連携・協働を推進する上での課題
も多く、次世代型「チーム学校」としての組織的な対応力は十分
とは言えない状況である。これらのことをふまえ、チームとして
の学校づくりに、あなたは校長としてどのように取り組むか、具
体的に述べなさい。
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6 中教審答申（R6.8）～次世代型「チーム学校」の実現

【解答例】 現在、学校や教職員が直面する課題がいっそう多様化・
複雑化してきている。このような課題に適切に対応し、教育の質をよ
り向上させるには、配置された多様な支援スタッフを含む全教職員
の力を結集し、役割分担や連携・協働を明確にした次世代型「チー
ム学校」の実現が重要である。私は校長として、組織マネジメント力
を発揮し、学校の組織的な教育力を高めるため、以下の2方策に取
り組む。（2方策の具体策は省略）
1.教職員の専門性がより発揮できる組織体制の構築

2.信頼関係や同僚性を基盤とした連携・協働体制の機能強化

「学校の教育力向上の要は、人づくり、組織づくりである」。私はこ
のことを肝に銘じ、直面する課題に教職員が専門性を発揮し、互い
に連携・協働しながら一丸となって取り組む次世代型「チーム学校」
の実現に全力を尽くす決意である。
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